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経済学研究第30巻第1号 107 (107) 

2部門ケインズモデルにおける有効需要政策*

内田和男

は~じめに

周知のように， Keynes ~一般理論』ぬモデ、ル構成は，通常 1 財モデ、ルであ

り，その財は需要側の用途別に応じて消費財と投資財とに区分される。これ

に対して Leijonhufvudは，その著書『ケインジアンの経済学とケインズの

経済学』において， Keynesのモデ、ルは基本的に 2財 (2部門〉モデルであ

ると主張した。彼は消費財に対する投資財の相対価格の代理変数として利子

率を挙げ， I価格理論」における相対価格の役割と同じ重要性を『一般理論』

の利子率に与えた。Keynes自身が実際に『一般理論』を 1財モデルとして描

いたのか，それとも 2財モデ、ルとして分析したのかは別にして，われわれが

モデ、ルを 2部門化することの意図は，産出量の構成および水準(一般的に述

べれば，資源配分の仕方〉を需要側の条件だけで規定するのではなく，生産

側の価格・費用条件も考慮して分析しようとする点にある。もちろん，生産

側の条件を考慮するということは，通常の1財モデルにおいても可能であ

る。実際，そのような試みが斎藤謹造C13Jや S.Weintraub C15J等によ

ってなされている。彼らの議論のエッセンスは次の通りである。賃金率一定

の下で，限界生産力原理に基づく企業の最適化行動はJ生産物価格と雇用量

との関係を導出する。そしてそれらは同時に賃金と利潤という 2つの所得額

の大きさをも決定する。所得分配の変化は，異なる所得グループの人々の消

費性向は同一でないと L寸仮定を通して，有効需要の水準に影響をおよぼ

す。つまり彼らは I価格理論」における限界生産力原理を，所得分配とい

う側面を通して I有効需要分析」に結びつけたのである。しかしながら，

これらの分析では通常，所得分配の変化が有効需要に影響を与えるのは，消費
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財需要の変化を通してのみであり，投資財需要は外生的に取扱われている。

この点を補整する一つの方法は，投資需要の水準を企業の利潤(率〉の大き

さに関係づけることであろう。 R.J. Mackay and R. N. Waud (10)， 

A. Benavie (2)，山下和久(16)等によって最近試みられた 2部門ケインズ

モデルの分析で怯これらの視点が全く欠けている。

Benavie， Mackay and Waudらによる 2部門ケインズモデ、ルの議論展開

は要約すると次の通りである。 Hicks(7)の IS-LM曲線図において，政府

支出の増大と貨幣供給量の増大はIS曲線および LM曲線をそれぞれ右方ヘ

シフトさせる結果，どちらの政策を採用しても国民所得は増大する。しかし

利子率への効果は全く逆方向を示す。有効需要政策が政府支出の増大によっ

ておこなわれるときには，利子率は上昇する。このことは投資財需要が以前

の水準に比して低下していることを意味する。もし政府支出の増大が消費財

支出の増大に限定されているならば，利子率上昇による需要減退に対応した

投資財産業の雇用減少が存在する。他方，消費財産業では政府の支出増加に

伴ってその雇用量が増大する。総雇用量の変化は，この投資財産業の雇用減

少分と消費財産業の雇用増加分との大小関係によって示される。このように

して彼らは，政府支出が消費財支出に限定されている場合には，その増加が必

ずしも総雇用量を増大させないでむしろ減少させる可能性があることを提示

した。指摘するまでもなく，以上の分析過程において見出される弱点は，投

資需要の大きさが利子率というコストの側面からのみ規定されている点にあ

る。 Mackayand Waudおよび山下のモデルでは，投資需要の大きさを決定

するもう一つの要因として将来の予想収益の流れという項目がある。しかし

その値は現存の企業利潤(率〉から全く独立に与えられており，その結果，

消費財産業を投資財需要に結びつける糸は，取引動機に基づく貸幣需要の変

化による利子率の動きを通したもののみになっている。そこでは，政府の消

費財支出の増大が消費財産業の企業利潤(率〉や稼働率を高め，先行き見通

しを好転させ，その面から投資需要を誘発するとし寸側面が無視されてい

2。このことを無視しては，不況期の財政政策の役割を正当に評価しえない
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であろう。私が以下で展開するモデルで、は，この点が明示的に取扱われてい

。。
さて， Keynes W一般理論』の重要な分析用具の一つは，もちろん消費関数で

ある。この消費関数に家計の主体的均衡の視点から光を当てたのが Clower

C3Jの thedual decision hypothesisである。それによると，労働市場が不

均衡のとき，家計が望むだけの労働を供給することができない結果，実現さ

れた所得が消費量を規定することになる。 LeijonhufvudCのおよび Barro

and Grossman C1Jらは，この雇用制約家計の行動様式とそれを企業の側に

も適用した販売制約企業の行動分析とを組合せて，一般不均衡モデルを提示

した。本稿で私が展開する 2部門ケインズモデルにおいても，彼らの主張に

沿って，短期的にはフロー市場の各価格が非伸縮的であると仮定されてい

る。したがってこれらの市場では数量調整が家計の側だけでなく企業の側に

も適用される。他方，ストック市場の各価格は短期的に均衡に調整されると

仮定する。このように次節で示されるケイシズモデ、ノレは，価格伸縮性の観点

からフロー市場とストック市場とが明確に区分されており，フロー市場では

数量調整が，ストック市場では価格調整が働く体系となっている。

E モ ア ノレ

本稿の目的は，財政政策および金融政策が雇用・産出量におよぼす効果を

2部門モデルの短期分析で、示すことにある。実物資本は固定されており両産

業聞を移動することはできない。しかし企業が発行する証券，すなわち実物

資産に対する請求権証書の市場は存在する。労働は両産業を移動可能であ

る。賃金率だけでなくフロー市場の価格すべてが非伸縮的である。独立の投

資需要関数が想定され，利潤率と発行証券利回りとの差がその説明変数とな

る。

1 金融資産市場(ストック市場〉

モデルは基本的に，貨幣，政府債券，証券の3つの金融資産を含んでいる。
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本稿では債券と証券との完全代替を仮定することによって，しかしながら，

それらを一つの“非貨幣"金融資産として取扱う。この結果，貨幣と非貨幣

金融資産とに対する 2つの需給関係式が分析にとって必要となるように考え

られるが，実際には，富の予算制約式〈ストック市場のワノレラス法則〉によ

って貨幣の需給関係式だけを特定化すればよし、。貨幣需要 MDは国民所得Y

と非貨幣金融資産の収益率(以下では利子率と呼ぶ)rとの関数である。

(1) MD=LCY， r) 

ここで Ly>O，LrくOである。貨幣供給 MSは外生変数(政策パラメータ

したがって，一〉で所与の値M と仮定する。

(2) M=LCY， r) 

が金融資産市場の需給均等式となる。

消費財・投資財市場〈フロー市場〉2 

既存の実物資本ストックの使用と労働力の雇用とによって，第j財産業

(j=lは消費財産業，j=2は投資財産業〉の企業はその生産物を産出する。

(3) 

それらの間の技術的関係は次の生産関数によって示される。

j=1，2 Y j = F j (N j， U j K j ) 

ここで Yj は第j財産業の産出量， Nj はその産業の雇用労働量を示す。 Kj

は実物資本ストック量を示し，短期では不変と仮定されているoUjは第j財

とNj それがを示す。この生産関数は，産業の資本の稼働率 (0くUjく1)

とに関して1次同次であると仮定されるとき，次の型に変換される。

1) =ん臼y， ~ ( N， 
yj三五亘-=J:'j同志'

ujKj 

(4) j=l， 2 

ここで Zj=NdujKjは，稼働資本1単位当りの雇用労働量を示す。労働お

よび稼働資本の限界生産力はそれぞれ次のように定義される。

よ

'd
y一仏日前 (5) 

(6) j=l， 2 

2 j=l， 

月F，
一一~ー=ん (Zj)-ZJ'j(Zj)
a(ujKj) 
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さて，稼働資本1単位当りの雇用労働量的は，

rj(Zj〉=41一. )=1， 2 

内田 111 (111) 

(7) 

によって決定される。 ここでωは賃金率， ρj は第j財の価格である。この

モデルで、は賃金率だ、けでなくすべてのフロー価格が非伸縮的であると仮定し

ているので， (7)式右辺の第 j財価格で、測った実質賃金は所与の値である。つ

まり，所与の ω/ρiに対して， (7)式を満たすようにめが決まる。この関係

式が意味する企業家の行動は，第一に，直面した価格体系〈実質賃金〉に対

して，最適な技術の組合せ〔労働・資本比率〉を決定する。この段階の企業

行動は通常の新古典派のそれと差異はない。そして次に， 市場の需要に応じ

て操業度を決定するというものである。つまり最適な要素の組合せを決定す

る諸価格が非伸縮的であると仮定するだけでなく， それによって決定された

要素投入比率それ自体も短期においては非伸縮的であると仮定しているので

ある。

第 j財産業の実物資本の実質利潤率 qjは， その産業の実質利潤額を実物

資本の存在量で除したものとして定義される。

qj=士〔Yj-ZNj〕
=tvj仇 )Nj+Cfjωー仏ωMjkj-77Nji
= Cfj (Zj) -zJ' j (Zj))Uj j=l， 2 (8) 

ここで第1行目は実質利潤率の定義である。オイラーの定理 Yj=(aFjj

aNj)Nj +caF jja(ujKj))ujKj が生産関数の1次同次の仮定から成立し，

これに(5)式および(6)式を代入して得られたのが第2行目である。さらに(7)式

を利用して最終行に至る。

資本と投資に関する企業の最適行動原理のうち，資本の利潤率がその単位

当り費用(これは本稿のモデルで、は証券利回りである。 しかし債券と証券と

の完全代替という追加仮定の下では，利子率に相当する。〉 に等しい， すな

わち
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資本利潤率=利子率

という型で最適量が決定されるのは，ストックとしての資本量の大きさであ

る。このようにして決まった最適資本量が現存資本量より大きければ，換言

すれば，利潤率が利子率を上回っておれば，両者を均等させるための資本増

加誘困が企業に存在する。そしてこの資本増加をどのような速度でおこなっ

たらよいかという問題が，フローとしての投資の最適量を決定する問題であ

る。これに対する答は，投資に伴う企業の調整コストを考慮したフローとし

ての投資の利潤率が利子率に等しくなるような水準，すなわち，

資本利潤率-H(I)=利子率

が成立するような投資水準が最適となるという型で示される。ここで左辺第

2項の H(I)は投資Iの調整コスト関数である。 したがって左辺全体が投資

利潤率を示す。この式を Iについて解くと次のようになる。

I=H-1 (資本利潤率一利子率〉

このタイプの投資関数を現在のモデノレに適用すると，第j財産業の投資関数

は，

Ij=lj(qjーの 1/>0 j=l， 2 (9) 

となる。

消費関数については，説明変数が国民所得のみという最も単純な型を想定

する。

C=C(Yjρ1) 0くc'く1 。。
ここでCは実質消費支出であり Y=ぁY1+P2Y2は名目国民所得である。

この関数のミクロ的基礎は，非伸縮的な価格体系の下で家計が不均衡労働市

場に直面した場合の行動原理に求められる。

最後に，消費財市場および投資財市場の需給均等式は次のように示され

る。

C(Yjρ1)=Y1 

11 (q1ーの+12(q2-r)= Y2 

(11) 

4事
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3 ストック市場とフロー市場の統合

資産市場の需給均等式(2)，消費財市場の需給均等式帥，そして投資財市場

の需給均等式仲とによってモデルの全体系が構築される。 (3)式~(8)式を考慮

するとき，この体系は 3つの変数 Ul> U2' rを未知数として含む連立方程式

体系として示される。

C(a1U1十ρa2U2)=a1U1 

11 (b1U1 -r) +12(b2U2 -r) =a2U2 

L(ρ1角的十P2a2U2，r) =M  

A

-

V

A
制匂，

A
吋
叫

V

'内

U
、
ん
日
凶
、
，
ハ
u、

ここで aj= KJj (Zj)， bj = fj (Zj) -ZJ' j (Zj)，ρ=ρ2/ρ1であり，これらは

すべて所与の値である。

次節に移る前に，比較静学分析にとって有用となるこの体系の安定問題に

ついて調べておこう。非貨幣金融資産の価格(利子率の逆数〉は，それに対

する超過需要に反応し，第j財産業の稼働率は第j財の超過需要に反応する

という tatonnement過程を想定する。

U1 =C-a1U1 

u2=11 +12-a2U2 

公=L-M

この連立微分方程式体系を均衡点の近傍でテイラー展開して得られる線型微

分方程式体系の係数行列Aは次の通りである。

(C' ーl)a1 C'ρa2 O 

11'b1 

Lyρ1a1 

12'b2-a2 一(九十1'2) (16) 

LYP2a2 Lr 

この体系が局所的安定であるための Routh-Hurwitzの必要十分条件は次

の通りである。

trA= (C' -l)a1 + (I'2b2-a2) +Lr <0 

detA= (C' -l)a1(I'2b2-a2)Lr 

一(1'1+I'2)Lyρ2a2a1-LrC'pa21/b1くO

((C' -l)a1 +Lr)(I2'b2-a2) 

。ヵ

M 
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detA 
-C' ta2I/b1 + (1/十I2r〉LdzG2-7丙EーくO (1$ 

以下の分析では，肋~(l$は常に満たされていると仮定する。特に肋式はその

第2項が負であると仮定することによって成立しているものとする。この

(I'2b2-a2)くOの条件は， 他市場の条件を一定とした場合に，投資財市場そ

れ自体が部分的に安定であることを示す。消費財市場および貨幣市場につい

ては，同様の性質が自動的に成立している。

E 比較静学

本節では，貨幣供給量の増大と政府支出の増大がそれぞれ産出量，雇用量，

そして利子率に及ぼす効果を前節で展開したモデルを使用して分析する。

はじめに，公開市場操作による貨幣供給量の増大効果について分析してみ

よう。モデル体系帥式~帥式を Mで徴分して整理するならば次のような連

立方程式体系を得る。

A 

dU1 i r 0 
dM 

務1=1 0 
dr 
dM) ~ 1 

帥

ここで行列 CA)はM式で示されている 3x3の係数行列である。そしてこの

帥式より次の解を得る。

dU1一一(1¥+I'2)C'ta 
反町一 D 2〉O eヵ

dU2ー(1'1+1'2) (C'-l)α ¥..L 1-'-.L 2)):.，"" -.1.)""1 >0 
dM 。事

dM- D 。事

ここでDは同式で示されている行列 CA)の行列式であり，その値はモデル

の安定条件から負と仮定されている。

帥式および帥式は，貨幣供給量の増大が両産業の稼働率を高めることを示
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している。この結果は(7)式によって両産業の雇用増大をも意味する。したが

って貨幣供給量の増大は，総産出量，国民所得，そして総雇用量を増加させ

る効果をもっ。他方，貨幣の供給増加に伴う利子率の変化の方向は制式に示

されているように不確定となる。これらの結果を解読すると次のようにな

る。(1)M 増加の直接的効果による貨幣市場の超過供給。 (2)利子率下落による

均衡への回復作用。 (3)利子率下落は両産業の投資需要を資金コストの面から

刺激。 (4)投資財の需要増加に伴うその産業の産出・所得の増加。 (5)投資財産

業の所得増加に伴う消費需要刺激によって，消費財産業の産出・所得の増大。

(6)両産業の産出増加(稼働率上昇〕による一層の投資需要刺激。(これは再び

(4)から(5)を経て(6)へと続く。)(7)他方，これら産出・所得増加に伴い貨幣の取

引需要が増大する結果，利子率が上昇。 (8)この利子率上昇による投資需要の

縮小。さて，投資需要が利子率のみに依存しているモデルで、は，上の連鎖の

(6)に相当する部分が欠けるため，産出量の伸びとそれに伴う貨幣の取引需要

が比較的小さく終止し，利子率低下が明確に示されることになる。

次に，政府の消費財支出増加が各経済変数におよぽす効果について分析し

てみよう。消費財に対する政府支出を G1 で示すものとすれば，消費財市場

の需給均等式帥は，次式によって置換えられる。

G1+C(Yjρ1) = Y1 (2~ 

(1~，帥そして伺からなるモデル体系を G1 について微分して整理するならば

次の連立方程式体系を得る。

A 

dU1 i (ー1
dG1 

坐三1=1 0 dG1 

dr 
dG1) ¥ 0 

そしてこれから次の解を得る。

dU1一一(I'2b2-a2) Lr一(1'1+ 1'2) Lyρα ~>O 
dG1

ー

制

(2~ 
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duzー(1'1+I'z)Lyρ1a1 + I'1b1Lr 
dG
1 
- D 制

dr一一I'1b1Lyρzaz+(I'zbz-aρLyρα 
ZGJ-D  

1
〉O 帥

ここでDは行列 (A)の行列式であり，安定条件から負と仮定されている。

これらは，政府の消費財支出の増加が消費財ー産業の稼働率を高め，利子率

を上昇させる一方，投資財産業への影響は不確定となることを示す。この結

果は次のように解読することができる。 (1)消費財に対する政府支出増加は直

接その産業の産出・所得を増大させる。 (2)消費財産業の産出(稼働率〉・所得

増加は，一方で，民間の消費需要を刺激し，他方で消費財産業の投資需要を刺

激する。 (3)以上の産出・所得増加に伴い貨幣の取引需要が増大する。仏)これに

対して利子率の上昇が貨幣市場の均衡回復に作用する。 (5)利子率上昇は消費

財産業および投資財産業の投資需要を縮小させる。さて，投資需要が利子率

のみに依存しているモデルでは， (2)の後半部分が欠ける結果， (3)"'(5)の連鎖だ

けを経て投資財需要量=投資財産出量の縮小が明確に示されることになる〉。

このように投資財産業の稼働率(産出量〉への効果は不確定となるが，全

体としての国民所得の水準は，消費財への政府支出増加によって高まること

が示される。国民所得Yは P1Y1十pzYzであるから，これを G1で徴分して

例式および制式の値を代入すれば次の結果を得る。

dY， • dY， • • dYの
おアム百7+ρz百7

du， •• dU9 
=仰1事~+ρzaz事7
-ρ1a1 (I'zbz -az)Lr + 1うzazI'1b1L

D
グ>0 倒

消費財への政府支出増加に伴う各産業の雇用変化は， (7)式からそれぞれの

稼働率変化の方向と同一であることが示される。即ち，この政策は消費財産

業の雇用量を増大させ，投資財産業のそれへの効果は不確定となる。故に，

総雇用量への影響も一般に不確定となる。しかし総雇用量が減少するのは，

消費財産業の投資誘発効果が貨幣の取引需要増大に伴う利子率上昇によって
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投資需要が縮小する効果より小なる場合で， しかも投資財産業の雇用減少分

が消費財産業の雇用増大分を上回るケースに於いてのみである。後段の条件

は，両産業の労働/資本・比率の大小関係に依存しているが，この関係は単

に生産の技術的条件だけでなく，両財の相対価格比によっても規定されてい

ることが(7)式から理解される。

最後に，投資財への政府支出増大が産出量・雇用量におよぼす効果を分析

してみよう。この分析はモデノレ体系帥~帥のうち，投資財市場の需給均等式

~4)を次式に置換えることによって可能となる。

G2+I1(ql-r)十I2(q2-r)= Y2 ~q 

新モデル体系帥，制，帥を政府の投資財支出 G2に関して微分して整理する

ならば次の連立方程式体系を得る。

dUl i ( 0 
瓦G2

A I I ~~-L 1=1 -1 i dG2 

I dr 
¥ dG2) ¥ 0 

そしてこの帥式から次の解を得る。

dU1 C' 1Ja.L， 
ーお~一三iーム>0

dU2一一(C'-l)a1L
ZEJ-D  Y 〉O

dr一一c'ρα2Lyρlal+LYT2α2(C'-1)α
25J-D  1〉O

~1) 

~~ 

~~ 

C34) 

政府がその投資財支出を増大させることによって，両産業の稼働率(産出量〉

は上昇する。したがって，総産出量，国民所得，総雇用量もこの政策によっ

て増大する。国民所得の増加に伴う貨幣の取引需要増加を相殺するために利

子率が上昇する。

*) 本稿は一部昭和54年度文部省科学研究費補助金の援助をうけている。

1) Froyen (5Jは.~貨幣論』は明確に 2 財モデ‘ルであるが. ~一般理論』は 1 財モデ
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ルであるとして Leijonhufvud[9Jの見解に異を唱えている。

2) この場合でも産出量の構成を直接規定するのは需要側である。

3) 2部門ケインズモデルの試みは Meade[l1Jによって 1937年になされている。

4) 新古典派の資本市場を想定したモデルを用いて同様な結果を導いている論文として

Henderson and Sargent [のがある。

5) Benavie [2Jは乙の点を明示してはいないが，彼のモデノレはこれを結果的に含んで

し、る。

6) Mackay and Waud C10Jや Benavie[2J等のモテ、ノレにおける限界生産力原理に

基づく企業家の行動原理は，需要の価格部力性が無限大という完全競争企業のそれで

あるため，有効需要原理とは一般に相容れないものを持っている。

7) 金融資産効果は単純化のため無視されている。したがって貨幣供給量の変化が単な

る transferによるのか，公開市場操作によるのかという区分に実質的な差異を見出

さない。 (MetzlerC12Jをみよ。〉

8) 乙の内容は企業側の dualdecisionを示唆する。なお，ここの議論は Ethier[4J 

に負うところが大きい。

9) 本稿のモデ、ル体系伺~(1事と Mackay and Waud C10Jにおけるモデノレ体系伺~同

を比較・対照すると，投資財需要関数を除けば，両モデ、ノレの workingに差異がない

ことがわかる。

10) Samuelson [14Jはとれを「対応原理」と呼んだ。

ω 乙の吟条件仰2一叫aぬω2ρ)<0I比似;長た<1と同値であることが筒単な変形 代入Afにこ
/ コ肝I.!I" ¥ つて導かれる。ここで加は投資財産業における投資需要の利潤率弾力性(ーと/~2l 
¥dqzl q21 

である。

12) 乙れは (C'-l)alく0，およびしくOによって示される。

13) Mackay and Waud [lOJおよび山下C16Jを見よ。

14) この G1は国債発行(赤字財政〕によって賄われるものと仮定している。しかし本

稿の分析は短期であると同時に staticであるので，フロー変数がストックとして蓄

積される側面，例えば，投資の資本蓄積効果や国債の資産増大効果については考慮、し

ていない為，政府のフロー予算制約式も明示的に取扱っていない。なお，先出の貨幣

供給量の増大源を公開市場操作に求め，単なる政府から民間への transferに求めな

かった事実もこの考え方に基づいている。

15) Mackay and Waud C10Jおよび山下 [16Jを見よ。
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